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第１節　はじめに

本委員会では、訓練システムのプロセス範囲を論点整理する中で、「訓練システムとは、

顧客としての求職者と求人企業を対象に、各々の顧客が有する①～③の目的と訓練システ

ムを運営する側に求められる目的を達成するために必要な一連のプロセスとその仕組み及

び機能を有するもの」という位置づけのもとで仮定義した。

① 求職者が希望する仕事（職種）と就業形態で就職を達成すること

② 求人企業が事業を営み健全な成長を目指すために必要な人材が獲得できること

③ 投資側である国または地方自治体が策定する職業能力開発に関する施策に基づくこと

すなわち、訓練システムの主体となる対象者である求職者を中心に、入口（求職者への

対応）、現場（訓練の実施）、出口（修了者への対応）までの三段階の対応を加味した広義

の情報から提言する新たな訓練システムの妥当性を判断、または改善提案を行う必要があ

ると考える。そして、その仕組み（システム）を踏まえて仮説立て等を行うことから、求

職者が当初希望する仕事や類似する仕事を得る事ができることの支援を可能にする提案を

行うこととした。

また、訓練システム構築へ向けては、昨今の状況より訓練効果・効率等、投資効果も視

点に入れることが必要である。しかし、改善の視点で示される訓練の自由度、訓練時間、

カリキュラム、習得状況、修了要件、訓練システム、訓練定員、地域性、訓練効果、プロ

セス管理等々の要件項目は、常にトレードオフの関係が存在することから、そのバランス

が重要となると考える。

今回、各委員より提案される訓練システムや訓練システムの改善提案は、前述した訓練

システムの基本設計をもとに表1に示す改善の視点を踏まえて論議を行ったものである。

また、現状の条件下に拘らずに直面する課題・問題点が解決できることを前提条件として、

自由な発想のもとに訓練システムの成果目標を考案することとした。

表１　提案された改善の視点
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第２節　離職者訓練システム改善に向けた視点と提案

２－１　はじめに

「受講者の能力と個々の訓練ニーズ等に適合することを容易にする訓練システム」につ

いては、個々人の今までの職業経験や培われてきた職業能力が千差万別であり、希望する

仕事や職種との差分を埋めるような個人ごとに応じた職業訓練システムが設定できれば、

理想的である。しかし、理想的・効果的ベストマッチｨングシステムを設定しようとする

と、効率性と背反してしまう傾向がある。求職者が希望する妥当な職種、仕事に従事でき

ることを可能とする希望する訓練と、できる限り効率的な訓練サービスを提供する側の実

態に則した最大公約数的効果・効率の交点を見出す必要がある。「就職できる」訓練とし

て機能することを第一義に考え、離職者訓練として具備すべき要件や、さまざまな制約条

件をどのような改善・改革が必要かを検討したい。検討するに当たり、以下のような「訓

練システム」を定義し、訓練自体だけでなく、訓練以前、訓練以後の部分も「システム」

として捉え、提案したい。

２－２　訓練システムの定義

訓練システムとは、求職者（離転職者も含む）が希望する仕事（職種）と就業形態での

条件を満たした案件の求職活動するに当たって、各自の今までの職業能力を適切に把握し、

求人先の求められる職業能力との差分を測り、到達する方法や実際に仕事に就くため効果

的方法など、さまざまな情報の提供や手段（職業訓練等）が選択でき、確実にキャリアア

ップ（能力向上）又はキャリアチェンジ（転職能力付与）ができることを可能とする一連

の「職業安定プロセス」として就職支援できる広義の仕組みを指す。（訓練システムＡの

範囲）

1
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図２　求職が就職までたどり着くパターン

* 直接的訓練システムの範囲

まさに訓練自体そのもので、訓練実施内容、形態に関する直接的部分であり、狭義の

訓練システムとなる。（訓練システムＢの範囲）

ただし、この狭義の訓練システムの妥当性を判断でき、改善提案するためには広義

の訓練システムの状況を的確に把握しなければ適切な改善提案はできない。

職業訓練は技能・技術（○○作業ができる、□□の知識を有している）のテクニカ

ル・スキルだけでなく、思考特性、行動特性等の「資質」に関するものを含む教育訓

練として、一般的に言われるヒューマンスキル、コンセプチャルスキルを含むか否か、

またどのように行えるかを検討する必要がある。

* 訓練システム改善の視点
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現行訓練で制限されている事項や制度上の問題点、訓練の習得度の確認方法、地域に応

じた訓練職種や求められるレベル、地域差の考慮なども含め改善する視点として列挙して

みる。基本的に、職業訓練は、「必要な人に、必要な時に任意の場所等」で受講できるこ

と、いわゆる「いつでも、どこでも、誰でも」受講でき、また確実に個人ごとの求める職

業能力の水準に到達・確認ができ、最終目的である就職に確実にたどり着くための職業紹

介や相談ができることである。

☆求職者サイド（視点１）

1. 適切な職業相談や必要な情報提供ができるシステムがあるか。

2. 個人の職業能力を知ることができるシステムがあるか。

3. 希望する仕事に必要な能力を知ることができるシステムがあるか。

☆求人企業サイド（視点２）

1. 仕事の質や量を客観的に表せるか。

2. 必要な人材に求める能力要件が客観的に表せるシステムがあるか。

3. 求める人材に求める役割と資質的要素、仕事の適応能力、判断・推論力等の即戦

力人材を表せるか。

☆訓練実施サイド（視点３）

1. 労働市場、求人内容（顕在、潜在）に則した訓練設定になっているか。

2. 想定される仕事や職種の環境に近似した訓練環境が設定できるか。

3. 自由度のある訓練システム設計ができるか。

個人個人に応じた訓練設計

① 時間設定（期間）

②方法の選択（集合訓練以外の方法やＯＪＴ、Off－ＪＴ方式、オンデマンド

（ＣＢＴ，ＷＢＴ）訓練

③各種雇用支援及び訓練制度を活用した組み合わせ方式の選択

④複数の訓練機関・プロバイダーの活用

4. 訓練を保証すること、習得度を確認できるシステムがあるか。

受講証明＝能力到達証明になるか（時間の経過ではない）。

能力到達水準がどのような分野、業種に通用するか示せるか。

職業経験○年と訓練で養成した能力との評価方法があるか。

就職後の訓練効果を確認できる方法や、モニター制度の設定ができるか。

5. ヒューマンスキル、コンセプチャルスキルなど資質的要素を含む訓練ができるか。
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モチベーション（意欲、情動）のアップ

マインド（精神、心がけ）の養成

☆その他の視点（制度的視点）

1. 受益者負担の原則が守られているか。（訓練のただ乗りになっていないか）

2. 雇用保険の活用として、本来目的以外の者が訓練を受けていないか。

3. 雇用保険受給者を優先し、非雇用保険受給者の訓練受講機会が確保され

ているか。

4. 訓練の設定において、明確に職業能力の向上ではなく雇用システムの変形として設

定されていないか。

5. 公共職業訓練として、国全体の産業の振興や雇用政策との関連性、雇用弱者対策と

して機能しているか。

6. 諸外国と比較して、日本の訓練システムの特長や制度に遜色はあるのか。

２－３　地方の訓練現場での事例考察

現在、訓練受講者を見る限り、「どのように自己の職業能力を知るか」の方法を知らな

い。離職者は離職後雇用保険を受給しながら、ある程度ゆっくり考えて、求職活動を進め

ようと考える傾向がある。しかし実際の求職活動を行う中で、再就職への難しさの壁を知

り、訓練を検討するようになる。「職業能力」と「求人内容」との関係が明確に結べなく、

勢い「資格取得」や「とにかくパソコンでも」の形で訓練を希望する者が多い。実際の求

人内容で求めているレベルが高いように解釈されたり、求める経験年数からも「即戦力人

材」としての求人であることから転職者としてはハードルが高いものに感じ、明確に「必

要な能力」を把握しての訓練受講動機になっていないケースが多い。

地方における求職者にとって産業の栄枯盛衰や、会社業績不振、Ｍ＆Ａなどの変化に地

域内、日常生活環境内での転職は通勤などの問題もあり、狭い範囲での「職探し」になら

ざるを得ない。当然、訓練機関の選択幅も狭く、供給される既成の訓練から選ぶことにな

る。

地方では、訓練機関も含め、第三者機関（サードパーティ）として民間企業、実際の現

業部門を活用するＯＪＴ方式（デュアルシステム訓練等）の訓練を活性化することが必要

である。しかし、委託される企業では、生産性が落ちること、指導する人員の配置などリ

スクが大きくなり、受け入れ難い形になる。また、当然自社ノウハウの情報流失などの恐

れから簡単にはＯＪＴができないこと、また社内マニュアルの不備や未整備など自社の弱

みの露呈などを嫌い、ＯＪＴ方式は簡単には活用できない。

企業における人材の確保は、企業の存続においては不可欠な要素であり、優秀な人材は
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企業発展の重要課題である。しかし今日の経済活動の状況から、地方においても人材のＪ

ＩＴ（Just In Time）化から派遣社員による業務展開が進み、労働者にとっては不安定雇

用を強いられるとともに、求職活動の足も鈍る傾向がある。それに引き換え、比較的常用

雇用での採用が多い訓練職種については、いわゆる３Ｋ職種的感触から訓練を嫌う傾向が

ある。求職者が地域事情に精通し、今後の職業生活について適切に判断可能な相談ができ

る環境を訓練システムに整備し、求職者に周知を図る必要がある。また、再就職した後に

も、いつ離職に会うか不明であることを肝に銘じ、常日頃から各自の職業能力の向上には

自発的取り組むよう心がけることを忘れてはならないように思われる。しかし思うに任せ

ない能力開発環境には変わりはない。地域の産業界、職業安定機関（訓練機関も含む）と

の連携した職業生活サポート体制を職業観の育成も含め、若年者から中高年者までの生涯

にわたる支援体制の確立が望まれる。

魅力ある離職者訓練とは

求職者にとっての「魅力ある訓練」とは

①　確実に就職できる。

②　現在の職業能力から、就職に必要な能力までの不足分の訓練ができる。

③　受講した方が有利な条件（賃金等）での就職できる。

④　就業後のアフターケアが受けられる。

求人企業にとっての「魅力ある訓練」とは

①　必要な能力がある人材（即戦力人材）が確保でき、企業活動が活性化できる。

②　できる限り「いい人（意欲、協調性）」が採用できる。

③　採用後のアフターケアが受けられる。

上記を満足できる職業訓練システム・実施機関とは

①　求人情報、求人企業との連携が取れている。

②　求職者の職業能力や、訓練の習得度を明確に測定でき、設定できる自由度があ　

る。また成果とコストのバランスが妥当である。

③　求人企業、訓練受講者（再就職者）を結びつけることができる密接な相談・周

知方法を持っている。

要は求職者と求人企業から信頼があり、それぞれに自信と安心が与えられる訓練システム

の提供ができることである。
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しかし、現在の仕組みとして離職者訓練は雇用保険制度上での実施となり、雇用予約の

上での訓練受講や、目標到達水準に達しなくとも雇用保険受給者での訓練の延長は難しく

訓練を終了せざるを得ない状況である。一方自助努力なしでの技能・技術の習得はありえ

ず、また「訓練ただ乗り」では、訓練に身が入らないのも事実かも知れない。勤労意欲が

ないにも関わらず、訓練受講による雇用保険受給延長を狙う「偽りの訓練受講者」を排除

するするシステムが必要である。他方、求人企業も社内での人材育成に力を注がない「単

なる人のＪＩＴ」企業は衰退して当然である。また訓練提供者も、訓練の妥当性、訓練の

信頼性を確保するための調査活動なしでは、淘汰されて当然である。三者が適切な行動と、

その妥当性を証明でき、評価基準に対して合格点や説明責任を取る努力を求めるのは国民

として当然であり、「三者一両損」的三竦みの関係構築を作り上げる必要がある。それぞ

れのリスクを背負うが、リスクに応じた成果が得られるシステムとしての「目標管理」と

それぞれの「プロセス」における管理をクローズドループで働くよう整理しなくてはなら

ない。その指標、マニフェストは何か。
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受講者　⇒①　働くことへの目標設定、優先順位設定ができたか。

②　遅刻・早退・出席時間管理ができたか。

③　訓練期間で設定されている到達水準（知識･技能）に訓練時間内で到

達できたか。

企業主　⇒①　企業における人材活用及び育成の指針やマニュアルが整備できている

か。

②　社内の部署ごとの能力マップと人材評価基準があるか。

③　社内キャリア相談できる体制があるか。

④　地域社会にどのように企業価値をアピールでき、社会的責任を担える

か。

訓練機関⇒①　訓練内容の妥当性をどのように説明できるか。

②　受講者が受講前と、受講後とでどのように変わったか。

③　受講者の就職希望先と実際の就職先のギャップや関連就職率、受講者

の賃金が非受講者に比べてどのくらい付加価値として上げられたか。

④　受講者が企業に就職した場合、非受講採用者との差をどのように表せ

るか。（コスト）

どれも難しい指標であり、数値としてどの程度が妥当か、または数値ではなくアナログ

的に分析しなければならない部分もある。しかし、それぞれが時間とコストをかけて行う

「仕事」であり、評価を行い、改善できる目標を設定することが必要である。

離職者訓練については、三者のそれぞれの努力と協力なくして機能はしない。機能する

訓練として、求人から求職者までの情報の共有と職業安定機関との連携など人材育成の労

働市場を具体的かつ詳細にわかりやすい形にしなくてはならない。現在の求人と求職のミ

スマッチの中で即戦力人材の育成努力、訓練実施機関の実際の仕事現場を知る努力などか

ら求職者に対するキャリア相談と啓発活動を展開し、少しでも就職に直結する職業訓練を

展開できるよう努力を惜しまないことと、それらを展開できる体制作りを目指しマッチン

グ技術の向上とシステム構築に期待したい。

* ≪フルキシブルかつコスト、労力、受講者に有効な狭義訓練システムＡの例≫

現在、離職者訓練は訓練機関が設定した訓練コースのカリキュラムに開校から修了ま

で乗っていく期間限定訓練である。しかし受講者全員が同じ能力ではない。全く異なる職
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種からの転職者であったり、またある程度類似する関連職種からの受講、若しくは経験が

あり、ある程度知識もある者が更に好条件やレベルアップを狙った受講者であったりした

場合、同じコース内にレベルの異なる訓練受講者が存在することになる。

その場合、訓練実施者は同じレベルになるまで、上級者を足踏み状態で待たせるか、初

心者を極力急がせ、消化不良や基礎が不十分な状態での「見切り発車」して、できるだけ

早くに均一なレベルにし、目的の水準まで持ち上げようとする。中位ぐらいの者にとって

は妥当だとしても、上級者や初心者にとっては満足のいくものではなくなる。労力とコス

トを考慮し、かつ受講者の差異も受け入れられる方法として人それぞれによって訓練期間

を異にして、実施できる訓練システムを提案したい。

Ａさん：全くの別分野・職種からの転職者（職種転換）

Ｂさん：学卒未就職者（基礎知識はある）

Ｃさん：関連職種からの転職者

Ｄさん：同一職種でレベルアップを狙う者

Ｅさん：基本から管理までを学び、管理職を狙う者

E
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以上のように人によって訓練期間が変わり、訓練そのものは周期的進行をしており、定

期的入校や修了ではなく個人ベースで決まる。訓練指導者は、人の増減で担当数を増減さ

せる。この方法での問題点は、訓練希望者の発生時期と能力に応じた訓練スケジュールと

のタイミングがうまく行くとは限らない。場合によっては「待ち時間」を生じてしまうケ

ースがある。またその待ち時間を現行雇用保険制度で対応できるかは不明である。ただあ

る程度の効率性と個々の能力や目的に応じた対応が可能であり、訓練提供側は１つの能力

対応カリキュラムが確実にマスターできる訓練を保証できることである。

効果・効率とのバランスの極端に悪い理想のケースは実際の実施には向かない。ある程

度の妥協案的にシステムを構築する必要がある。この提案は純粋に訓練機関で実施する

OFF-JTの訓練を想定している。選択肢に企業の生産現場等を活用したＯＪＴ方式活用型

も考えられるが、現状の企業現場でのＯＪＴを訓練として活用するには受入れ企業の負荷

が大きく、そのため訓練受講生の満足度や希望には添えない部分が多くなる。離職者訓練

の最終目的が就職ではあるが、「職業訓練」としての定義や基準にそぐわない訓練である

ならば、最初からトライアル雇用制度のような形での就業を目的とする形態の方が制度利

用者の反発や苦情は少ないのではないか。「訓練」を標榜する限り、明確な能力開発、修

了時点での到達能力が明らかにできないものは「職業訓練」ではないと考えるがいかがで

あろうか。
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第３節　新たな委託訓練のシステム（求人セット活用型）の検討について（１）

３－１　目　的

効果・効率的な求職者訓練の新たな手法として、実習等訓練コース（求人セット型訓練）

（以下、「求人セット型訓練」という。）を検証し、新たな委託訓練システムの開発するこ

とを目的とする。

現在の求人セット型訓練は、就職の確率がもっとも高い訓練システムであるが、少人数で

の訓練が多く、訓練効率が悪い、事業主の活用が少ないなどの課題も多いため、その問題

点を解消することによって、より効果・効率的な求職者訓練の訓練コースの設定等につい

ての課題整理と提案を行う。

３－２　求人セット型訓練現状と課題

（１）求人セット型訓練概要

①目的

求職者が職業訓練の受講により職業能力開発を習得することを条件に当該求職者の

採用を有する求人者の要望に応じ、当該求職者を対象として実施する職業訓練をいい、

同訓練修了後に当該求人者の採用に結びつけることを目的としている。

②求人セット型訓練の形態

求人者のニーズに即した職業訓練を、当該求人者への委託により実施するもの、民

間教育機関への個別の委託により実施するもの及び能力開発施設等が行う既存の訓練

コースを活用して実施するものとする。

③主な対象者

特定の求人事業主に、求人者委託訓練または他の方法による委託訓練等を通じた一

定の能力習得を前提に、雇用されることを希望する求職者。

④訓練期間

３ヶ月を標準とする。ただし、訓練コースの期間は、求人者の求職者の採用予定時

期、習得が必要な技能の内容等に応じて設定するものとする。

⑤受講者数

当該訓練実施求人者の採用予定人数と原則同数とする。

（２）求人セット型訓練のメリット

①事業主のニーズに反映した訓練ができる。

②受講対象者に沿った訓練が展開できる。

③受講対象者が明確になる。

④他の訓練に比較して、高い就職率が見込める。

⑤事業主にとって、訓練費用の軽減ができる。



－70－

調査研究報告書　№137

⑥事業主にとって、求人費用の軽減ができる

⑦事業主にとって、訓練終了後に採用の有無が選択できる。

⑧訓練目標によって、採用のレベルが選択できる。

（３）求人セット型訓練の課題

①ＰＲが不足しているため、事業主等に知られていない。

②職種により訓練希望者がいない。

③個別企業では、１社あたりの採用予定者が少ないため、結果として訓練人数が少ない。

④訓練人数が少ないため、民間教育機関では訓練が開設できない。

⑤個別企業では、十分な訓練環境（設備・講師等）が整っていない場合が多い。

⑥また、ＯＪＴのみの訓練が多く、受講生から苦情が発生するケースがある。

⑦訓練の成績如何ではなく、採用を求められる場合が多い。

３－３　見直しの視点（基本的な考え方）

（１）制度の広報・普及など利用できる環境づくりを検討する。

（２）事業主等が要望する民間教育機関等を利用したカリキュラムを設定できるよう、中

小企業団体等を通じて、同一職種の求人のある企業を募るなど複数の事業所が共同

でできる訓練システムを構築する。

（３）経費については、座学部分と実習部分に分けた委託訓練経費としてコース毎に積算

するなど適切な対費用的な効果からも検証を行う。

（４）修了・採用条件を方法について、履修判定試験・面接評価等（客観的な評価制度）

の方策を検討する。

３－４　具体的な実施方法（素案）

（１）関係機関への連携・協力依頼

新たな訓練を設定する際に、ハローワーク等の関係機関に対して、新たな訓練実施

に対する理解を得る、求職者（受講生）の確保等に対する協力依頼を行う。

（２）事業所の開拓

能力開発支援求人の可能性がある人材育成に熱心な事業所の開拓を行う。

（３）訓練コースの作成

人材育成に熱心な求人を求めている事業主等の協力を得て、入社後必要であると思

われる能力の習得するためのカリキュラム及び実施時期等の訓練コースを策定するこ

と。

事業主等の要望により、必要に応じてカリキュラムの中には、座学の部分を取り入

れること。

（４）民間教育機関等の開拓
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事業主等で座学の部分が担当できない場合に、カリキュラムに沿った教育訓練がで

きるよう民間教育機関等の開拓を行う。

（５）広報パンフレット等の作成・募集

訓練開始日、カリキュラム内容、定員、訓練終了後の就職等に対する広報誌を作成

し、募集を行う。

（６）訓練の実施・訓練効果（評価）

訓練を実施するとともに、訓練効果（評価）を検証する。

（７）訓練修了時における就職

複数企業における採用時に方法等について、検討を行い、適切な方法により、就職

を決定する。

（８）訓練全般に対する評価・改善

訓練終了後、訓練全般に関して、事業主、修了生等から意見を収集し、訓練の効果

等について検証する。

（９）関係機関との連携、訓練の準備など事務作業量、訓練に係る経費等今後の量的拡大へ

の可能性について検討する。

３－５　実施に関する課題

（１）実施結果については、ハローワーク等関係機関の協力体制に対する理解が大きな課題

であること。

（２）座学が必要となった場合に、民間教育期間の協力体制に対する理解が必要であること。

（３）求人セット型訓練の試行する場合に、訓練期間や委託費等のなど、一般委託訓練要領

との整合性について整理が必要な場合もあること。

第３節　新たな委託訓練システム（求人セット活用型）の実施検証（２）

３－１　はじめに

現行の「求人セット型訓練」は、採用の確率が最も高い訓練システムである。しかし、

数多くの利点があるにも拘わらずなかなか活用されていない。

そのために新しいシステムを作ることによって、多くの求人事業主にこの制度を活用して

いただくための実証・実験である。

現行の求人セット型訓練は、制度上１社のみの求人によってコースを申請することが条

件となっている。これでは、中小企業の場合において自社での企業型訓練では訓練環境

（設備・講師等）が困難な状況が多い。

さらに、オーダーメイド型では委託訓練機関のコストにより少人数の求人ではなかなか

訓練が成立しないのが現状である。
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これらを改善するために、今回「新たな委託訓練システム（求人セット活用型）」とし

て、同一職種の複数事業主における訓練としてコースを構築して、その効果・検証を行う

ものである。

今回の検証では、同一職種の求人がある複数の事業主を募り（首都圏ソフトウェア協同

組合参加企業）、オーダーメイド型訓練を成立させるシステムである。

修了時においては、訓練生からの事業主逆指名とし、指名された事業主との交渉によっ

て入社するシステムの実験を行う予定である。

訓練期間中に事業主のアピールセミナーを開催し、事業主自身も選ばれるための競争を

促していく。（事業主自身も訓練へ参加していただく）

それによって訓練生にとっては、確実にその分野の企業へ就職することが可能となり、

事業主も採用条件に適合した人材が確保できることを目指していくこととする。

（注意）この実施検証は、訓練修了が３月末日となるため本報告書に検証結果の

記載は割愛させていただく。尚、検証結果報告は別途公開の予定である。

（１） 今回の「求人セット活用型訓練」の活用事業所

本訓練は、以下の採用予定企業のいずれかに就職を希望される方を対象として行います。企業の求人内容や訓
練の履修状況等によって企業選択ができます。さらに、企業説明会や企業見学会、個別相談会等で的確な企業
情報を得ることができます。採否については、訓練の履修状況・出欠状況・面接等により選考いたします。
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（２）今回の「求人セット活用型訓練」のコース概要

（３）今回の「求人セット活用型訓練」の実施スケジュール

①　参加企業募集説明会：９／１２　首都圏ソフトウェア協同組合にて９社参加

②　参加企業選定・確定：６社

③　訓練生募集期間：１１／１３～１２／１２

④　訓練受講説明会：東京都体育館にて　３９名参加

⑤　選考面接会：１４名応募・面接　１０名合格（内２名辞退）

⑥　訓練期間：１／５～３／３０（約３ヶ月・５８日間）

⑦　採用選考会：３月下旬

（４）参加企業（求人企業）の条件

今回のコースにおいて採用を予定する企業は、以下の事項を条件とした。

その結果、説明会に９社参加し内６社が本研究事業に参加することとなった。

①雇用保険適用事業所であること。
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②東京都に事業所（採用）があること。

③採用を前提とすること（所轄ハローワークへ求人票を提出していただく）

④参加に際して各種書類を提出すること（就業規則など）

⑤担当者（窓口）を選任すること。

⑥同一職種（今回はＪＡＶＡプログラマー）であること。

⑦同一年齢幅であること。

⑧同社における既存の求人活動（広告媒体）において訓練生も募集すること。

⑨カリキュラム構築（科目・時間数・評価項目）に参加すること。

⑩同訓練の訓練期間中、修了後（採用後）の評価をすること。

⑪採用は訓練修了後の企業と訓練生の「お見合い」の場とすること。（必ずしも訓練

生が採用できるとは限らないこと）

⑫参加希望の企業が多数の場合、当研究会にて条件を審査のうえ選考する。

⑬参加企業は、今回知り得た情報を第三者へ漏洩してはならない。

（５）訓練生募集方法

①　募集用チラシを作成し、一都三県のハローワーク、ジョブカフェ等公共職業訓練

関係先へ設置。

②　雇用能力開発機構東京センターのWebサイトで募集要項公開。

③　各企業のWebサイトに東京センターとのリンクボタンを設置。

④　コース説明会へブース設置（東京都体育館会議室にて通常の委託訓練コース説明

会へ同時参加）。

以上のうち、コース説明会においてブースを設置した結果、３９名の参加者があり、

大半の応募者はこの説明会参加者であった。このことから、コース説明会の効果は絶

大のものであり、今後の訓練生募集には導入すべきである。

（６）訓練生のコース選考方法

①選考方法：面接（経歴書・職務経歴書当日提出）

②面接担当者：主査として、首都圏ソフトウェア協同組合１名。オブザーバーとして、

各求人企業１名（計６名）、訓練実施校１名、東京センター１名

③面接の仕方：応募者１名毎に１５分～２０分間程度とする。

質問者は、主査：首都圏ソフトウェア協同組合１名のみとする。

④面接の留意事項：威圧的態度、高圧的言葉使いなどをとらないで、個人情報や人権

問題に抵触する質問は避けること。

⑤面接の質問事項：（ ）内は質問事項の判定要素。

自己紹介・ＰＲ（＝面接態度・マナー・スキル）

離職した又離職している理由（＝自己認識・分析）
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この訓練を選択した理由（＝訓練意欲）

合格した場合、修了までの自己研鑚の仕方（＝訓練意欲）

修了した場合、就職をどのように考えているか（＝就労意識・意欲）

（７）訓練コースのカリキュラム（カリキュラム表は別紙）

コースのカリキュラム構築は、活用事業所（参加企業６社）担当者＋訓練実施校担当

者のカリキュラム会議により別添の通りとなった。

科目構築（必要要素と時間配分）においては、目標、仕上り像（各企業の求める人材

像と採用要素）を設定し、且つ必要資格（必要条件か、関連条件か含め）などを勘案

し、科目及び時間数を設定した。

（８）コース運営について

この訓練は、制度活用事業所（首都圏ソフトウェア協同組合の６社）が、修了生を

採用する予定で行う訓練である。（但し、採用選考は別途）

つまり、学習のための訓練
．．．．．．．．

ではなく、採用されるための訓練
．．．．．．．．．．

である。

採用されるための訓練
．．．．．．．．．．

とは、訓練目標に到達することが前提であるが、社員となる

べくビジネスマナーやコミュニケーション等のヒューマンスキルも必要となる。

そのため、訓練中から社会人としての姿勢や態度,服装,マナー等を求めることとし

た。（訓練中はスーツやジャケットの着用が望ましい）。さらに、訓練期間中には、採

用予定の企業が不定期に参観、見学をすることとした。

訓練生も採用予定の企業から選ばれるスキルを身につけてもらうことと、採用予定

の企業も訓練生から選ばれるよう企業アピール（企業説明会や企業見学会等）をして

いくこととした。

①日々の訓練生活においては・・・

欠席、遅刻、早退の厳禁。

挨拶の慣行。

訓練開始時間の厳守（開始５分前の着席）。

ネームプレートの着用。

②訓練進捗管理においては・・・（科目シラバスは別紙）

毎朝前日の訓練内容の小テスト。（未達者は個別に訓練時間外に補習）

科目単元毎のテスト。

月次履修評価（月次科目評価まとめ、講師所感含め）

③コースのカリキュラム、科目シラバスは別紙の通り。

（９）就職支援について

企業の求める人材は、業種・職種に限らず専門知識や技術の習得はもちろん、その
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前提としてヒューマンスキルやコミュニケーション能力を求められている。

これは、知識や技術は社会的人間性や意思疎通ができてはじめて生かされる（業務

が遂行できる）ものであるからに他ならないからである。

この訓練では、限られた訓練時間を有効に活用するため、別添の「就職支援講座」

を５日×６時限＝３０時限のカリキュラムにより養成していくものである。

もちろん、前述の日々の訓練生活においてそれが生かされなければ意味がない。

そのため、専門科目の講師においても、この訓練に参加し日々の専門科目訓練に生

かすようにしている。

（１０）求人企業の訓練生の振分け方

今回の訓練は複数企業における同一職種の訓練である。訓練生にとっては求人内容、

訓練履修状況によって企業選択の幅が広がるとともに企業情報の的確なる把握によっ

て間違いのない入社が見込める。求人企業においては、企業説明会や見学会等により

選択されるよう企業ＰＲの場を設けることができ、相談会などで個別に訓練生と接触

して入社の意思状況などを把握できることとした。つまり求職側と求人側の情報交換

の場を多く設けて、双方にとって間違いのない就職を目指すものである。
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第４節　離職者を対象とした効果・効率的訓練システム検討（提案）について

４－１　目　的

公共職業訓練における求職者訓練（以下、「求職者訓練」という。）の目的は、求職者に対

して希望する企業等への再就職できるために技能・技術を習得させることであり、労働市

場の人材ニーズ等により、民間教育機関等を活用した多様な訓練コースが設定されている。

この多様な訓練コースの設定及び広報等の方法を整理することにより、一層の効果・効

率的な訓練が実施できると思われることから求職者訓練の訓練コースの設定等についての

課題整理と提案を行う。

４－２　求職者訓練のコース設定等における現状及び課題

コース設定における現状及び課題は以下のとおりであること。

ａ　訓練科名及び内容等について

現在の求職者訓練のうち、民間教育機関等で実施している委託訓練（以下、

「委託訓練」という。）については、名称が標準化されていないこと。このため、

受講希望者はどのコースを選択してよいか、または、ハローワーク等の担当者等

がどのコースを訓練受講希望者に勧めるかなどの対応に苦慮している状況である

こと。例えば、ある県においては、事務・経理系のコースで「ＯＡ経理科」、「Ｏ

Ａ会計科」、「経理事務科」、「パソコン会計科」、「ＯＡ事務経理科」等のコース設

定がなされており、求職者によっては、訓練の名称を重視して訓練コースを選択

している場合もあり、訓練コース名が訓練科目と必ずしも合致していないコース

の場合には、受講者から訓練内容等に対する苦情等の発生する可能性もあること。

訓練内容及び訓練時間についても、訓練科目がパソコンソフトの商品名を使用

したものがあるなど、公共職業訓練として訓練科目などに精査する必要があると

思われること。

同様に訓練時間についても訓練科名に合った訓練科目の時間配分となっていな

い場合があること。例えば、上記のような事務・経理系の訓練コースにおいて、

パソコン等の時間が多く、簿記等の経理の科目の訓練時間が極端に少ないなどの

訓練コースもあること。

ｂ　開始時期の設定について

開始時期の設定については、求職者数、委託先の教室の利用状況、関係機関と

の調整結果等により決定されているが、一定時期に開始時期が集中している、求

職者の離職時期により受講できるコースが設定されていないなどの課題があるこ

と。

ｃ　就職活動日（訓練日）の設定

委託訓練における訓練日は、全体的に月曜日～金曜日の平日が多い状況であり、
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受講生等から就職活動時間の確保が困難である旨の意見等があること。

ｅ　その他

求職者に対して、求職者訓練の制度やカリキュラム等が十分周知させていない

状況であると思われること。

また、同じような求職者訓練を国（雇用・能力開発機構）と都道府県が実施し

ているが、都道府県によっては、個別のパンフレット等のみを作成し、広報活動

していることから、求職者及びハローワーク等の担当者から総合的な広報紙など

の作成が求められていることが想定されること。

４－３　改善方策（案）

ａ　訓練科名等について

訓練科名及び内容は、訓練の仕上がり像、及び訓練カリキュラムなど訓練内容

がイメージできる名称が適切であるとともに、求職者およびハローワーク窓口担

当者が求職者に説明がわかりやすい名称及び訓練内容等を標準化することが必要

であること。

特に訓練内容を標準化する際には、具体的な求人票に基づくカリキュラム構成

および課題が必要であるとともに、公共性職業訓練の視点から事業主団体、関係

機関および民間教育機関等の有識者から構成する委員会等で精査・審議するなど

体制づくりも必要であると思われること。

訓練科名等標準化のメリット

・　ハローワークの担当者等が求職者に対してわかりやすい訓練の説明がで

きる。

・　訓練の仕上がり像・就職先等が明確にできる。

・　訓練名称等による訓練ニーズの把握ができる。

・　同じ訓練科を設定した民間教育機関等の担当者がカリキュラム、指導方

法、受講生の就職先等に関する情報交換ができる。

・　指導方法や就職率等、訓練受託先の強み、弱みが明確にできる。

・　開催コースの多い訓練については、テキストを標準化できるなど受講者

の経済的負担を軽減できる可能性がある。

・　外部講師の活用などを積極的に図ることができる。

訓練科名等標準化のデメリット

・　標準化のための実施体制の整備が必要となる。

ｂ　訓練開始時期

訓練の開始時期の定員はついては、都道府県の訓練計画数などにより異なるが、
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一定の間隔毎に訓練開始時期を設定するなど雇用保険受給者に配慮した訓練開始

日を設定する必要があると思われること。

また、多様な訓練コースを選択できるように開始日を合わせるなどの標準化の

などの対応も必要であること。

訓練開始月標準化のメリット

・　年間を通じたコース設定ができ、 求職者が受講しやすい環境ができる

こと。

・　希望する訓練コースを選択できる環境となること。

・　応募状況等の結果などから訓練ニーズの把握ができること。

・　年間計画に対する受講者の定員確保がしやすいこと。

訓練開始月標準化のデメリット

・　一定時期に入所、修了等の事務手続きが集中すること。

・　１月開始以降のコースは、訓練経費の支払いが翌年度となり、事務手続

きが繁雑になること。

ｃ　就職活動日（訓練日）の設定

就職活動日の設定については、受講生の就職活動の環境を整備するため、訓練

後半の土曜日または日曜日等の休日の一部を訓練日とし、平日を訓練休とする設

定すること。

就職活動日設定のメリット

・　多くの事業所を訪問できるなど求職活動がしやすいこと。

・　休日を訓練日とすることによって、求職者訓練を受講している意識の高

揚が図れると思われること。

就職活動日設定のデメリット

・　施設の開放、講師が休日出勤など受託先に一定の負担がかかることが想

定されること。

ｄ　その他

総合的な広報活動の実施

求職者に対し、求職者訓練を周知するため、総合的な広報活動を展開する必要

があること。具体的には、各都道府県、及び関係機関が連携し、求職者を対象と

した職業訓練の求職者訓練の総合パンフレット等を作成するなど、総合的な広報

活動が必要であること。
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総合的な広報活動のメリット

・　個々の求職者及びハローワーク担当者に都道府県内の訓練計画の状況が

理解でき、結果として、各訓練コースを受講できる環境の改善が図れる

と思われること。

・　訓練コースの広報が積極的かつ効率的にできるため、応募者の増加が見

込めること。

・　総合パンフレットを作成するために、都道府県等など関係機関等の一層

の連携が必要となり、関係機関との連携の強化が見込めること。

総合的な広報活動の留意点

・　総合的な広報活動のために調整に労力が必要となること。

具体的には、異なる訓練計画確定時期、広報活動の時期、費用負担な

どを調整する労力、時間が必要となること。

４－４　試行

上記の課題等を改善し、より効果・効率的な求職者訓練とするため、岩手センターが実

施する平成１８年度委託訓練の設定について各種の試行・検証を行った。

ａ　試行内容

①訓練科名を１０科に標準化した。

過去の委託訓練実施状況及び就職先等を勘案し、訓練科を9科に整理し、モデル

カリキュラム等を受託先に説明会を開催し、委託先から新たな訓練科の提案のあっ

た１コース追加し、最終的に１０科に標準化を行った。

※　標準１０科の訓練科名及びモデルカリキュラム　別添１（巻末資料２－１）

②訓練開始時期の設定

１月以降に訓練を希望する求職者のために地域（通所できる範囲）毎に１月下旬

～2月に開始するコースの設定を行った。

③就職活動日の設定

平日の就職活動日を確保するため、必要に応じて土曜日に訓練を実施し、平日を

休日とし就職活動日の確保をおこなった。具体的には、知識等習得コースの3ヶ月

訓練では、2ヶ月目に1日、3ヶ月目に2日間の就職活動日を設定した。

※　訓練カレンダー　別添　２（巻末資料２－２）

（３月２１日、４月２日、４月16日）

④総合パンフレットの作成等
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雇用・能力開発機構、岩手県、財団法人介護労働安定センターが行う委託訓練計画

の一覧を作成した。

※　総合パンフレット一部抜粋　　別添　３（巻末資料２－３）

（岩手県・・・　* 財団法人介護労働安定センター・・・◎　）

ｂ　試行結果

上記の事項についてハローワーク、委託先及び受講生に対してアンケートを実施し、試

行内容についての検証を行った。

アンケート様式

対象

①　ハローワーク担当者 別添　４（巻末資料２－４）

②　委託先 別添　５（巻末資料２－５）

③　受講生 別添　６（巻末資料２－６）

アンケート結果まとめ

①　ハローワーク及び委託先　別添７

②　受講生　　　　　　　　　別添８

４－５　考察及び提言

ａ　訓練科名の標準化について

アンケート結果のとおり、募集窓口であるハローワーク及び委託先等からも訓練科

の標準化については、高い評価となっている。

このことから、今後一層の訓練科を標準化することが必要だと考えられるが、

その課題として

①求職者のニーズや利便性を勘案すると、都道府県内のみの標準化でなく、全国規

模での標準化が必要だと思われる。

②多様な訓練モデルの標準化については、利害関係のない外部の有識者等を委員と

した委員会の設定が必要であると思われる。

ｂ　訓練の開始時期等について

アンケート結果のとおり、訓練の開始時期についても高い評価となっている。こ

のことから、今後一層の訓練の開始時期の多様化が必要だと考えられるが、

その課題として

①予算等の制約で、若年者等の受講推薦者については年度を繰り越すコースの受
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け入れが困難であること。

②求職者にニーズに対応した訓練開始時間帯などの検討が今後必要であると思わ

れること。例えば、有期雇用やフリーターなどの非正規求職者などに配慮した

訓練開始時間の設定などが挙げられる。

ｃ　就職活動日（平日の訓練休）

アンケート結果のとおり、就職活動のため、平日に訓練休を設定することはおお

むねハローワーク及び委託先からは好評であったが、受講生は地域及び委託先の場

所（ハローワーク）並びに受講者の就業意識の相違により、評価が異なったことが

特徴であった。このことから、今後も就職活動日の設定が必要だと思われるが、

その課題として

①地域や委託先の環境等を十分考慮しながら就職活動日の設定が必要であること。

②また、一層の就職促進の動機付けとして、訓練後半に就職活動日を設定するな

ど、効果的な就職活動日の設定を関係機関と協議をおこないながら検討する進

める必要があると思われる。

ｄ　総合パンフレットについて

アンケート結果のとおり、募集窓口であるハローワークおよび委託先等から高い

評価となっている。

このことから、今後とも関係機関（実施主体）等が一層の連携をしてわかりやす

い総合パンフレットの作成が必要だと考えられるが、

その課題として

①求職者（受講生）でも総合パンフレットや各コースガイド（訓練カリキュラ

ムの詳細やテキスト代等）の内容を十分に把握しない受講者がいるなど、一

層の広報活動等が必要あると思われること。

②関係機関により訓練計画の策定時期が異なることから、パンフレットに未定

となるなど、総合パンフレットの作成にあたっては、一層の関係機関の連携

が必要となること。

③作成費用の負担のあり方なども今後の課題になるものと思われる。
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第５節　受講者の職業訓練への受講意識が希望に添える方式の一例としての

訓練システムの提案

５－１　雇用情勢と職業訓練の背景

日本の企業においては、９０年代以降バブル期後半と相まって情報産業の反映による急

速な環境の変化とグローバリゼーションに直面し競争力のあるローコストな事業分野展開

へと事業改革が行われた。これら企業の経営戦略は、企業の資源である従業員の成果主義

へと移行し、組織のスリム化と必要な人材を必要な時に利用するアウトソーシング化が推

し進められ、採算性を追求した雇用の多様化が図られた。このような市場動向との連動を

取り入れた企業経営となり、派遣社員や契約社員、パート等の非正規雇用が急増したこと

が離職者の増加と雇用のミスマッチの要因といえる。

また、平成１３年１０月に職業能力開発促進法の一部改正により、「事業主は、労働者

が職業生活設計に即して自発的な職業能力の開発・向上を図ることを容易にするための必

要な援助（「キャリア形成支援」）に努めなければならない」とされ、企業における従業員

の人材育成から労働者個人によるキャリア形成・自己啓発への支援へと変革している。

これらにより、企業内における人材の配置転換等による労働力再配置から社会全体での

労働力再配置へと大きく変化することとなった。

それによって、求人として必要とされる職業能力と求職として提供する職業能力とのバ

ランスが崩れ、ミスマッチが発生している。これらを埋め合わせるために、求められる職

業能力を習得することにより再就職に対し有利にするために、離職者が離職者訓練を受講

するとされている。

さらに、開設されている訓練コース内容と離職者の求める訓練とにミスマッチが発生し

ているとして、離職者のための訓練を見直すことが求められると共に、訓練内容の習得に

対しては受講者本人による理解度チェック方式から、学校教育同様の評価方式である訓練

の習得状況に応じた適切な指導と訓練効果を求めるものとして、習得度測定の結果を示す

ことにより、求人事業所をはじめ社会で認められる受講者の早期再就職へ向けた取組みが

行われている。

５－２　離職者の求職活動の一環としての職業訓練受講

離職者が再就職を容易にするには、求人企業等の求める能力・スキルに対して合致した

能力を習得して求職することである。離職者は、再就職に対して求められる能力が不十分

である場合、これら求められる能力に対して不足する部分を職業訓練によって習得するこ

と目的に訓練を受講する。訓練受講により能力を習得し再就職することが、求人と求職の

能力における需要供給のバランスを補うことになり、離職者に対して実施する職業訓練に

求められる目的そのものである。
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すなわち、離職者は求職活動の一環として、訓練受講が再就職に対しての武器になること

と、再就職するための条件を満たすための方策であると認識して、求職行動を積み重ねる

こと重要である。

また、離職者が希望する職種（求職）と受講する訓練職種の関係では、ハローワークの

職業相談を経て受講する職種について選定を行っているはずである。しかし、受講する訓

練についての具体的な理解があるとはいえない状況で受講が行われている者も多くおり、

訓練受講後の就職活動および就職先決定に対して時間を要するなど、就職を希望している

職種と受講する訓練職種の合致が重要視されることになる（１），（２）。

また、職業訓練を開始した直後とその３ヶ月後において希望職種に対しての違いが発生

し、３ヶ月後は習得した技能を生かしたいと考えるようになる者が多くなる一方、就職実

現のためには受講する訓練職種にこだわらない者も増加しつつある。訓練開始時期には就

職実現への効果を期待して、訓練の成果が希望職種に活きるという考え方を持って受講、

または就職に有利となるために受講するが、受講すると共に、訓練期間の長さや訓練内容、

習得水準の影響もあると思われるが、就職することを優先して訓練の成果を期待しない者

が増える傾向がある（３）という調査もある。

実際に、離職者訓練の受講した結果、①求める職業について理解力が身についた、②求

める職業に関連する理解と技術・技能が身についた、③求める職業に対しての自信を持て

たことなどの訓練効果で良い結果を示す者は、希望する職種に対して明確に把握が行われ

訓練を受講している場合であり、希望する職種が自己判断によって曖昧である場合には、

かえって適性や能力に対しての自信をなくす場合となっていることが少なくない。したが

って、再就職に関する職業選択における受講者自身の選択決定への判断力向上が必要とさ

れる。

一方で、訓練効果が少ない場合においても、離職者訓練を受講により周囲の受講者の求

職活動情報を受けることにより、求職活動をすすめる自己能力に関する自信の向上等の効

果もあり、訓練効果は少ないとはならない。受講者同士の話し合いは受講開始直後よりも

終了直前の時期になれば、就職活動による職業との関わりの中から自分たちの可能性をの

ばす方向で話し合いが行われ、適職を選択しようとする意欲が高まっていることも少なく

ない。

５－３　離職者に対する職業訓練のミスマッチ

（１）失業と再就職

失業期間が長期化している理由としては、景気が停滞する中で雇用情勢が厳しさを増し

ていると共に、離職者の再就職への緊要度合も影響している。また、失業期間の長期化自

体が、離職者の勤労意欲の低下を招き、さらに職業能力の低下などから長期化するものと

考えられ、実際、失業期間が長いものほど就職活動が活発でない。
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失業者が増加すると、それに併せて求人も減少し、失業率が高水準で推移する可能性が

ある。これらの要因は、(1)失業による技能低下、(2)求められる職業能力の不足が考えら

れる。しかしながら就職率が低下していることから、失業期間が長期化する前に就職促進

を進めていくことが重要である。

さらに、離職者の再就職に関する問題は高年齢とされているが、再就職を難しくしてい

る主な原因は、これらの高年齢者は勤続年数が長く前職の賃金が高く、前職賃金に見合う

賃金を求める傾向が強いことから離職期間が長期化している。また、失業給付金の受給者

でも、前職の勤続年数が長い者は、最高日額は抑えられているものの失業給付金の受給に

より、ある程度の生活が可能であることから、希望する職業や賃金を求めて失業期間が長

期化する傾向にある。

再就職に就く割合では、離職理由による差は見受けられず、倒産・廃業等による離職者

と自発的離職者の差はほとんど無いものと思われる。一般的に、再就職後の賃金が下がる

傾向があり、離職前の職業が本人の希望と合致していないことや離職前の職業に係る能力

が劣るなどの傾向が考えられる。賃金変化について離職理由による差はなく、自発的離職

者は転職によって全般的にジョブマッチングを改善しつつあるものと考えられる。

（２）職業訓練と必要とする求職能力とのミスマッチの要因

職業訓練の受講は、離職者が希望職種に就くのに能力不足と判断して、その能力を学習

することにより再就職に有利となることとし、職業訓練窓口との相談により訓練受講の受

講指示及び受講推薦を受け受講することになる。

しかし、再就職のためにハローワークを利用・活用する離職者は、雇用保険受給で70％

前後、求人情報収集で80％を越える数字を挙げているにもかかわらず、職業相談での利用

は20％強、職業訓練の受講のためとなると10％前後とハローワークの利用は非常に少な

い。

本来、離職者はハローワークの相談窓口にて、離職者個々の職業能力の把握・分析及び

希望する職種、職務の必須となる職業能力、スキルを明確化する必要がある。

現在は、離職者の判断により職業訓練の受講を希望するか、窓口担当者の必要性の判断

によって受講指示が行われている。

職業相談の受講過程で、個々の既得されている能力を再把握し希望する職種の能力との

分析を行い、不足している能力を補う必要性から受講を勧めたとしても、訓練を実施する

各能力開発施設で設置されている訓練コースがそれらの能力を全て補うコース設定とはな

っていないのが現状であり、多くは部分的なマッチングにより受講指示を出している。

また、分野、職種等の限られた範囲において設定された訓練コースから求められる能力を

取得することとして選択し、受講していることも、訓練と求職とのミスマッチ要因である。

これらのミスマッチ発生要因は、第一に訓練を実施する能力開発施設が、地域の求人状
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況等を踏まえて訓練コースを設定しており、訓練にてどのような人材に仕上がるかを想定し

たカリキュラム構成を行っているため、訓練を実施する側が求人に対して想定した人材像を

育成するコースであること、第二には、イメージする希望職種をどのように具体的に理解し

ているかである。もとより希望職種についての離職者の理解が曖昧であればミスマッチは当

然発生するが、離職者が希望職種について明確に理解し、その職種について不足する技能・

技術及び関連知識などの習得などのために離職者訓練を受講するという場合でもミスマッチ

は派生する。何故なら、訓練コースの範囲や物理的限定により、受講者各人の既得スキルに

応じた訓練の設定は、受講者各人のスキル、経験等が異なることから、現行の集合訓練方式

で実施することには無理があると確実に言える。

ミスマッチ解消に向けた取り組みとしては、地域ニーズに対応した訓練コース設定の両

面から、カリキュラムの中に受講者の希望する職種に関して必要とされる技能技術等の要

素の習得に向けて訓練内容を「選択」する「選択制」を導入することにより、ミスマッチ

の解消するものとして、「選択制」導入が考えられる。

（３）調査結果からみた職業訓練の改善方法

離職者において、離職期間にハローワーク等の職業紹介を受けて再就職を早期に行う者

が大半ではなく、じっくり再就職を検討する者も多くいる。それらの離職者は、この期間

中に自己のスキルや能力不足を補うよう職業訓練や研修受講をするという積極的な者は思

ったほど多くはなく、今回のアンケートにおいても、次の就業先が決まるまでに「就業に

直接結びつかない自己実現のためのスキルを高めることを行った」または「就業に結びつ

くためエンプロイアビリティ（就業能力）を高めることを行った」人の割合が年齢の上昇

とともに多くなっていたが全体で12％未満となっている。さらに、仕事内容の変化に対応

するための職業訓練を受講した者も40％未満であり、「都道府県立の職業訓練校や、雇

用・能力開発機構のポリテクセンターなどの公共職業訓練施設」が実施した職業訓練を受

講した人の割合は、40才代で59.1％だったのに対し、20才代では40.5％にとどまってい

ることから、希望する職種に向けた職業訓練と設定されている職業訓練とが十分合致して
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いないか、又は離職者に対して十分な職業訓練の情報を知らないかのどちらかである。

職業訓練の効果については、「就職活動が有利になった」及び「実際の仕事で効果を発

揮した」との回答が60％であり、特に「実際の仕事で効果を発揮した」との回答が35％

となっていることから、再就職に対して職業訓練を受講または受講後の再就職先に受講し

た訓練スキルを生かすために職業訓練の受講が行われていることが認識できる。

就職・転職先を選ぶ基準としては、ＷＥＢでのアンケート結果から、「やりたい、やり

がいのある仕事」、「自分の能力を生かせる仕事」、「前職の経験を生かせる仕事」という職

種に関する回答が賃金と同様に重視されており、指導員や担当者も受講者が就職先を選ぶ

基準で重視しているものも同様に職種として認識されている。

これらより、現行の訓練システムの改善方法として訓練実施施設及びその指導員から、

「受講者のニーズを重視して一部選択制を取り入れた訓練システム」や「求人ニーズを重

視して一部選択制を取り入れた訓練システム」が検討されている。

５－４　離職者に対する職業訓練への「選択制」導入

（１）ミスマッチ解消の一事例「選択制」

「選択制」導入につい

ては、生涯職業能力開

発促進センターにおい

て多様な受講生に対応

するための一案として

柔軟なコース設定のた

めに検討されたことが

述べられている(4)。離

職者訓練は、第一に受

講者の多様な訓練への

希望に対応するだけで

なく、離職者訓練の目

的である離職者の再就

職に対して必要となる

訓練を実施することで

ある。第二に、離職者の再就職する地域の求人ニーズに基づいた訓練コースとして、求人

との結びつきが重要である。

離職者（求職者）のスキル・能力（既得能力）は、離職者各人毎に異なる。

離職者が再就職に対して職業訓練の受講をどのように捉えて受講希望しているかという

と、①新規分野への転身、②既得能力と他分野との複合的能力の習得、③既得能力の高度
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化という３つに大別される。

異なる多くの離職者の希望ど

おりに訓練を設定するは困難で

あり、設定できる範囲での弾力

性を加味した訓練の設定として

選択制講座の導入が考えられ

る。これは、選択講座の中から

受講者各自の進路・適性、興味

や関心に合わせて必要な講座の

選択が可能である。

（２）現行の離職者訓練

現在、求職者に対する再就職促進の支援策として実施している離職者訓練は、公共の能

力開発訓練施設で実施される施設内訓練と民間の教育訓練機関に委託して実施する委託訓

練とがある。

共に集合受講型の訓練であり、訓練コースご

とに設定したカリキュラムを受講者全員が受講

するコースである。

離職者個々の既得職業能力及びスキルと希望

する職種に係る職務能力とを比較して、必要と

される能力の不足分を補うための訓練受講とは

必ずしもなっていない。

（３）現行訓練を生かした訓練方法

離職者訓練は、受講目標である再就職に対して、①職業訓練受講により希望する職業能

力の習得が求職活動の計画的展開の方策として実施する、②再就職までの継続的な求職活

動の一環として職業訓練を受講する、③希望する職種の延長上でスキルの習得することと、

離職者の希望する職種で再就職するために必要とする職業

能力を訓練によって習得する方法としては、アンケート結

果などを含めて選択制が有効と考えられている。

現在実施している公共能力開発施設、民間委託訓練施設

などの活用を考慮し、能力開発施設の施設内訓練として早

期に導入可能な選択制として次のものがある。

(a)レディメイド型のコース選択制

再就職を目指す職種について、受講希望者の既得の能
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力・スキルによりコース内容を分割し、受講者の希望に

より専攻コースを分ける方式で、受講者の希望（ニーズ）

にあったコースを選択することが可能である。

(b)分岐型コース選択制

同一の専門性に係る講座を階層別に組み立てたカリキ

ュラム構成となり、受講者が各自のコース組立により講

座を選択する方式である。この方式についても、上記同

様、受講者の希望（ニーズ）にあったコースを選択する

方式である。

なお、離職者の希望に添うように選択制を導入するに

あたり、地域の求人ニーズを分析とそれによるコース設

定等十分検討すると共に、離職者の訓練受講に際しての相談窓口であるハローワークとの

密接な連携が必要なことはいうまでもない。

（４）飯塚職業能力開発促進センター（以下、ポリテクセンター飯塚）での導入事例

ポリテクセンター飯塚では、離職に係る訓練の受講拡大と就職率の向上を目的に、平成

15・16年度は事業主団体等に対してニーズ調査を実施し、さらに平成17年度は継続的な

ニーズ調査を行うと共に、離職者（ハローワークにて）に対してのアンケート調査を実施

し、地域ニーズに反映した訓練科の設定を行っている。この離職者に対する調査では、

「仕上がり像は離職者本人が決める」を視点として、イ）付加価値、ロ）達成度指標、ハ）

存在感と目標を掲げて能力開発事業の推進、基盤整備に取り組んでいる。特に、離職者に

対する訓練コースに係る内容では、

イ）付加価値

・地域に浸透する施設及

びコース紹介

・顧客ニーズの把握及び

コース設定

・仕上がり像を保証する

訓練の実施

ロ）達成度指標

・全コース応募率を1.5倍

～3.5倍を目指す

・顧客満足度90％以上を

目指す

・修了時、就職内定率　
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75％を目指す

ハ）存在感

・就職希望者に対して就職活動を支援する

を目標として離職者に対応した訓練コース構築とその実施に向けた取組みが行われた。

選択講座導入展開の基本的な考え方としては、第一に施設が立地する筑豊地域の有効求

人倍率が全国平均と比較して非常に低く厳しい雇用状況であることを踏まえ、受講者の数

少ない雇用のチャンスを的確に捉えリアルタイムに対応できる柔軟な訓練体制（選択講座

等）の充実を行う必要があること、第二に地域の就業企業も十分把握が行われ、ものづく

り業種では実践力が問われる中小企業が多いことから、受講者に対して雇用ニーズの変化

や自立支援の視点から顧客満足度（受講者・企業）向上のための訓練の展開を図ることが

必要とされている。

また、受講生のキャリア形成の方向は、既得キャリアを軸として①新規分野開拓型、②

複合化及び③熟練・要素組み替え型と考え、訓練コースの仕上がり像が受講者全員に適合

するのは少ないとして、キャリア・コンサルティングに基づく「仕上がり像は、離職者本

人が決める」の視点で選択制の実施に踏み切っている。

導入にあたって、求職者に対して事前調査を実施する時点からハローワークとの連携が

十分行われており、その効果は、離職者がハローワーク窓口にて受講訓練コースについて

十分理解した上で応募されている。選択コースについても各自の希望に応じた選択がなさ

れており、就職先範囲も選択制導入以前と比較して拡大している。

特に、選択制は各訓練科のコアとなる専門要素を基礎として位置づけ、キャリア・コン

サルティングに基づく就職支援の一環として設定されている。選択講座を設定することに

より、「積極的な選択による動機づけの機会」を提供し、受講者各人のキャリア形成のア

ウトラインの意識づけが可能となっている。調査では、年齢層による希望する職務要素と

職務要素間の３連組み合わせの頻度や職務要素の希望順から選択制による仕上がり像のコ

ア要素を設定されている。

たとえば、住宅サービス科ではビル管理要素である電気工事や空調設備・管理技術と住

宅販売、ホームセンターでの販売等を意識した販売要素を選択講座として組み込み再就職

の幅を広げている。

（５）中部職業能力開発促進センター（以下、ポリテクセンター中部）での導入事例

ポリテクセンター中部での試行は情報通信系である。地域産業ニーズの把握より受講者

の能力と企業が求める人材（能力）の差を解消する取組みの必要性が指摘されている。し

かし、受講生の既得の職業能力の差異や訓練実施の進度にもばらつきがあり、それらを補

うべく個別に訓練内容を追加補填して行っている実状があった。

そのため、離職者個々の希望職種に基づいた訓練の展開を図ることを前提とし、求人ニ



－109－

第３章　新たな離職者訓練システムへの提言

ーズの能力要件を①ベースとなるもの　②就職ターゲットとなる企業での上積みとなるも

のとに分けコース制の導入を行った。結果として、多くの関連企業より採用要望があり、

求人ニーズとマッチングした訓練システムとなった。

ただ、訓練コースの変更と受講者の職業能力の習得とは一致するものではなく、受講者

本人の就職に対しての目的意識のあり方とその努力によるところが大きいことは当然であ

る。また、コース選択を導入

するに際しては、受講者の意

向も含めて就職先企業等のタ

ーゲットを十分な就職活動の

もとに明確にすることが大前

提である。

今後、地域の求人動向等を

把握分析した上でコース選択

を導入した訓練システムを実施することで、より一層の魅力ある訓練コースとして離職者

の訓練選択肢の幅を拡大できると考える。

試行以前の同訓練コースでは、地域の有効求人数が1.7倍と非常に高いことから応募者

が少ない状況が続き、離職者に魅力ある訓練科、つまり再就職に効果的な訓練科へ見直す

こととなった。検討の中で、求人企業の意見や離職者訓練の最終課題発表会に参加した企

業の意見集約では、受講者の能力と求人企業が求める人材（能力）とに大きな差が発生し

ており、その差を解消する離職者訓練が必要であると結論づけられている。

また、離職者訓練に入校する者は、既得の職業能力にばらつきのあり、求める能力もそ

れぞれ異なり、訓練実施ではある一定レベルの内容を中心に行い、進度の速い既得の能力

が高い者には個別に訓練内容追加を行っているのが実情である。

これらより実施する訓練では、離職者個々の希望職種に基づいた訓練の展開を図ること

を前提にした訓練コースの見直し、求人企業の求める能力要件より①ベースとなる能力要

件②上積みする能力要件とに分けられることを基本として、企業が求める人材として能力

を付与する訓練展開に向けてコース制の導入を行うこととした。

元となる訓練コースで採用実績のある企業の意見を取り入れ、６ヶ月の訓練期間の内、

ベースとなる能力要件を最低限満たす訓練内容とするため最低３ヶ月間とし、選択制によ

る上積み専門能力習得期間を最低２ヶ月間以上と課題実習を加えた訓練コースとした。た

だし、コースの選択権は受講者の判断によるものとして、ベース期間中に求人データを提

示し判断することとして実施した。

選択する情報分野としては（１）企業でのネットワーク構築やそのシステム管理等の技

術習得を目的としたネットワーク・システムコース（２）アプリケーション開発やその修

正等の技術習得を目的としたプログラミングコース（３）データベースの構築・管理技術



－110－

調査研究報告書　№137

の習得を目的としたデータベースコースを設定した。

コース選択を導入したこと、受講者らの意向も含めて企業にＰＲしたこともあり、採用

実績企業や新規求人企業から多くの採用要望があり、受講者に対してオファーが多くあっ

た。

ただ、訓練コースの変更と受講者の職業能力の習得とは一致するものでなく、受講者本

人の就職に対しての目的意識のあり方とその努力によるところが大きい。

多くの受講者の再就職先は目的である情報関連産業である。コース制導入以前と比較し

て情報産業の職種の位置づけが高い、ＳＥ（システムエンジニア）と呼ばれる内容が多く

なっている。

一方、求人企業との面談で仕事量と企業の期待感の大きさから前職の経験を生かした就

職先へと変更し再就職する者も出てしまった。

情報関連産業の企業では、今後の動向を捕らえて

業務範囲の拡大が図られ、能力のある人材を多く求

める状況にある。これら以外に、インターネットの

普及効果を期待したＷｅｂ関連技術、セキュリティ

関連技術への展開を期待されている。

今後の同一訓練コースでも、地域の求人動向等を

十分把握分析した上で訓練コースの見直しを実施

し、より一層の魅力ある訓練コースの展開に向ける

ものとする。

（６）選択制導入事例のまとめ

離職者訓練の受講において、個々の受講者の希望する訓練コースと職業能力開発施設内

で開設されている訓練コースにミスマッチの派生が問題視されていることから、ミスマッ

チ解消に向けた取り組みと地域ニーズに対応した訓練コース設定の両面の視点より、現状

の訓練カリキュラムの中に「選択制」を導入した訓練を試行した検証と今後の普及・波及

へ向けた展開のあり方として事例紹介をおこなった。

両能開施設とも応募者の拡大と就職先の拡大を目標に、求職者である受講者が主体的に

各自の既得した能力・スキルを把握（理解）して、受講者自らの仕上がり像を想定して希

望する職業に応じた選択コ－スを受講する方式である。
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結果として、地域の雇用情勢を捉えて訓練受講への応募者の拡大に反映しており、就職

は関連職種への就職先拡大が図られている。

離職者が離職者訓練を受講するにあたり、就職相談窓口であるハローワークとの密接な

連携と地域求人企業との関わりを密接に行う必要がある。さらに、指導員個々がただ指導

するのでなく、就職に向けたキャリア・コンサルティング技術を磨き、訓練と併せて就職

支援を行うことが求められている。
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第６節　求職者の特性やニーズに沿って訓練コースを含む就業支援を容易にする

ガイダンスツールの提案

６－１　訓練システムの範囲とガイダンスツールの位置づけ

本節で述べる「訓練システム」の範囲は、第２節の図表１のように訓練の実施に焦点を

あてていたものから訓練コースに入所する前の求職者から修了後に至る一連の中で「訓練

システム」の範囲を捉えることとする。本研究テーマである「受講者の能力と個々のニー

ズ等に適合することを容易にする訓練システム」を考える際には、訓練コースの受講前か

ら受講後に至る一連のプロセスで考案することで、求職側と求人側のマッチング率の向上

に結びつき、顧客である求職側と求人側へのサービス効率を高めた「訓練システム」の検

討ができる。

（１）「訓練システム」に必要な体制

「訓練システム」が現状の３ヶ月訓練や６ヶ月訓練をイメージしたものに限定されるも

のではなく、この新たな「訓練システム」の範囲の中で、求職者が個々の特性にマッチし

た就職活動の方法を選択しやすい仕組みを考案する必要がある。例えば、ある求職者にと

っては、訓練コースを受講する前に２週間から１ヶ月の再就職支援塾のような求職活動を

支援できる環境で意識の整理と目標を明確化し、訓練コースを受講するのにふさわしい訓

練意欲と就職意欲を十分に高揚する機会も必要である。求職者にとって職業訓練の必要性

がなく、職業訓練を受けずとも２週間から１ヶ月で再就職が果たせるのであれば、国が投

資するコストは最小限で済む。第２節の図表1の訓練システムを考える上で主要な体制は

４つ、

①　求職者に対するキャリアコンサルティング＋就職活動（職業訓練を含めた各種支

援策）の相談体制　

②　求人・求職のマッチング体制

③　求人ニーズに沿った訓練コースの実施体制

④　訓練コース修了後のフォローアップ体制

である。本節では、この①相談体制に焦点を絞り、求職者にふさわしい訓練コース又は

その他の就職活動の支援プログラムを選択できる適切なガイダンスツールを提案する。

（２） 相談体制の課題

緊急雇用対策で特に不足していた体制は、相談体制である。国は、国と民間とが協力し

て数万人のキャリアコンサルタントを養成したが、最も必要な時期に相談に対応できる能

力と経験者が不足していた。平成１８年１月で全完全失業率の全国平平均値も4.1％とか
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なり改善されたが、まだまだ地域間格差があり、この相談体制を維持するために今後とも

継続して国が民間活力を有効に活用しながら相談機能の向上と相談用ツールの開発、求職

者数に応じた相談担当者の配置など、相談体制の充実を図る必要がある。地域の雇用対策

が机上論で終わらず、地域ごとに異なる雇用・失業情勢の実態に目を向けて相談機会の平

等性・公平性の評価を行い、的確な対応が期待される。

求職者の中には、ハローワークを利用しても再就職支援策の一つであるキャリアコンサ

ルティングなどの専門的な相談をしたことがないとする者が少なくない。この求職者の意

識には、相談を選択肢の一つとして認識していないことに加え、相談しようとする意識に

壁があることがわかる。専門的相談を担当している者に対する不信感があることと人に相

談することに利益を見いだしていない。「相談をしても役立たない」、「変なことを言われ

る」、「人生観を押しつけられる」などの否定的意見が見受けられる。

専門的相談を担当する者への期待は、

①　具体的な職業の中身を知っていること。

②　具体的な就職のための実態をふまえた情報を保有している。

③　訓練を受講中の受講生にとって求人情報を自分以上に探してくれる面倒見がよく、

自分が考えている求人票に対して的確な精査とアドバイスができる。

④　自らの職業能力の棚卸しを支援できる。

⑤　現実の事例をいろいろ話すことができる

すなわち、職業訓練を受ける前の十分な相談の結果、受講するにふさわしい求職者が職

業能力開発施設へ入所することによって職業訓練の効果・成果が上がる。この相談体制の

充実が職業訓練の正否を左右しているといえる。継続した専門的相談を担当する者の育成

と支援する環境作りは、国が担う必要がある。

６－２　訓練コースを受講する際のガイダンスシートの提案

（１） ガイダンスシートの役割

ガイダンスシートは、求職者のタイプ（特性）に着目して訓練を受講するにふさわし

いかどうか、どのような訓練コースが適しているのかをガイドできることを目的として

いる。また、現場の相談窓口で使いやすい実務的で簡便なツールとしたい。求職者の中

には、訓練を受講する前に再就職支援セミナーや個別相談を十分受けてから訓練を受講

した方が効果的な者もいる。

そのためには、相談窓口の担当者に専門的知識がなくとも求職者のタイプ（特性）を

ある程度把握した上で、どのような再就職支援の方策が求職者に適しているかが判定で

き、求職者の目標をある程度絞り込めるツールとして活用できるものを提案したい。求

人と求職の的確なマッチングに向けて相談時に十分な診断を経てからその診断結果の処
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方箋に沿って訓練の受講が適切なのかどうかを判断してもらいたい。ガイダンスシート

の役割は以下の通りである。

①　相談窓口で、就職活動の方策を選択するプロセスと公的機関が実施している様々な

就職活動の方策がシート上に明確化されたものを求職者に具体的に提示できること。

②　最初から訓練コースの受講を希望する求職者の相談にも職業訓練を受講するにふさ

わしいかどうかについて再確認できること。

③　相談窓口の担当者は、職業相談から再就職支援、訓練コース等の相談に全て対応で

きる専門家はいない。この実態に即して、基本的な相談能力があれば、求職者に適

した就職活動の方策をガイドできるシンプルな構成になっていること。

④　求職者の主体性に十分な配慮を行い、あくまで相談窓口の担当者が支援者としての

立場でガイドができること。

（２）ガイダンスシートに期待する効果

相談窓口に標準化されたガイダンスシートが無く、相談窓口の担当者の力量だけに依

存して相談者に応対していると、相談窓口に来る求職者に対して「よくわからないけれ

ども、訓練コースがあるからとりあえず受講すれば再就職の足しになるだろう」という

安易な決断や意識を導くような案内になってしまうことがある。これでは、なんとなく

受講されても訓練効果は半減し、再就職には結びつく可能性は低くなる。再就職を目指

そうとする初期相談の段階で求職者の特性に適した再就職支援プログラムまたは訓練コ

ースの選択ができる的確なガイダンスの仕組みを標準化しておく必要がある。

この標準化されたガイダンスの仕組みによって、求職者の特性に適した的確な案内が

できれば、その後の双方の精神的負担、労力、コストの無駄も省ける。また、お互いの

信頼関係を保ちながら前向きなアドバイスを提供できる。案内をされた側の求職者の意

識は、案内をされた先での相談又は具体的な取り組みで確かな手応えを感じたいという

意識が強い。的確な案内によって求職者の自信または意欲の醸成に結びつくことに期待

したい。

もちろん、職業訓練の効果は、単にテクニカルスキルの付与だけではない。他の訓練

生との情報交換による職業理解、自らの職業能力の理解、失業生活の中で前向きな求職

活動を進めるための支柱を得たことに結びついているからこそ就職率が６割から８割以

上を達成するのである。さらに就職率１００％に向けて、受講前に就職意欲と訓練意欲

を十分確認した上で、訓練コースの案内ができるガイダンスのプロセス構築に取り組ん

でもらうことに期待したい。

（３）ガイダンスシートの活用プロセス

はじめて離職した求職者や訓練コースの受講を検討しようとしている求職者が相談窓
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口に来所することを想定したプロセスを以下の図表４に示す。

図表１　ガイダンスシートの活用プロセス

（４）ガイダンスシート

ａ　就職支援及び職業訓練受講等ガイダンスシート（Ａ）・・・（図表２）

このシートは、求職者のタイプ（特性）を求職者カード（第１章第４節の図表１）

によって把握していることを前提にしている。相談窓口担当者の専門的な知識が十分

ではなくても、ある程度求職者への案内ができることを想定して、求職者の初期相談

に手軽に活用でき適切な案内ができるためにＡ４判１枚の中に整理し、そのシーをパ

ウチして机に備えられるよう簡便なものにしている。

初期相談中に求職者の興味が出て、さらに細かい内容について相談が進めば、次の

就職支援ガイダンスシート（Ｂ）、職業訓練受講等ガイダンスシート（Ｃ）を活用す

る。

ｂ　就職支援ガイダンスシート（Ｂ）・・・（図表３）



－116－

調査研究報告書　№137

このシートは、訓練コースを案内する前に、就職意欲の確認と希望する就職先の職

種や仕事内容の確認を行い、不明確な場合は、明確にするために必要な取り組み方を

案内できるように構成している。案内先は、地域ごとの支援機関とそのメニューを整

理した図表６の就職支援メニュー及び訓練コース等を活用する。

明確な就職目標を持って訓練コースの必要性があると判断できる求職者に対して

は、次の職業訓練受講等ガイダンスシート（Ｃ）を活用して適切な訓練コースの案内

を行う。

ｃ　職業訓練受講等ガイダンスシート（Ｃ）・・・（図表４）

就職目標が明確化されている求職者に対しては、このシートで適切な訓練コースの

紹介・案内を行う。

就職目標となる職種と仕事内容を理解していることを確認した上で、現在保有して

いる職業能力について大まかに明確化する。

その内容は、次の５つである。

① 就職基礎能力

② ＩＴ基礎能力

③ 目標としている職種に必要な専門的知識及び技能技術

④ 目標としている職種に必要となる資格

⑤ 実務経験

さらに詳細な内容について整理したいという意向が示されれば、能力開発アドバイ

ザー、キャリアアドバイザー等による専門的相談を受けるよう勧める。

なお、就職基礎能力については、厚生労働省のホームページに「若年者就職基礎能

力の修得の目安」が掲載されており、これを活用すると具体的なチェックが可能であ

る。

同様にＩＴ基礎能力についても簡便なチェックシートを作成して保有能力をチェッ

クすると訓練コースとのマッチングが図りやすくなる。その作成例を図表５に示す。

ｄ　就職支援メニュー及び訓練コース等・・・（図表６）

案内先である就職支援メニュー及び訓練コース等は、求職者の年齢や性別、身体的

要件、生活状況等の実情に合わせて地域で展開されている多様なメニューを表に整理

しておく必要がある。特に、重要なことは支援機関だけをメニューとして準備しても

その支援機関を紹介した後、期待する支援メニューが展開されていない場合や、担当

者によっては、求職者が希望する支援が得られない場合があり、求職者の希望に沿っ

た支援ができるかどうかの確認をした上で支援メニューの整理をしておく必要があ
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る。できれば、事前に各々の支援機関が提供している支援メニューと担当者の氏名を

整理しておく必要がある。さらに、日頃から担当者とのコミュニケーションを図って

おくことが望まれる。

なお、個々の訓練コースの詳細な情報は、雇用・能力開発機構の各都道府県センタ

ーホームページに掲載されているので、求職者の要望に沿った情報提供を行うことが

できる。民間教育訓練機関に委託している訓練コース情報についても順次充実される

予定である。

（５）ガイダンスシートを活用する際の留意点

ガイダンスシートは、就職相談やキャリアコンサルティング、能力開発アドバイザー

等の専門的な実務経験が無くとも求職者のタイプ（特性）に応じた案内を行い、訓練コ

ースの受講を含めた様々な就職支援策とのミスマッチを最小限にし、訓練コースとのマ

ッチングの向上を目標としている。最終的には、求職者が目指した就職を実現するため

のツールとして活用してもらいたいという期待が込められている。

ａ　安心・的確な支援機関や支援メニューの紹介

様々な支援機関や支援メニューを紹介しても紹介先でさらに別の機関を紹介するな

ど、結果的に“たらい回し”になっている場合が想定される。特に、この“たらい回

し”にならないよう以下の点に留意する必要がある。

①　事前に、案内先の各支援機関に一度は訪問して実際の支援メニュー及び応対する担

当者及び応対状況を把握しておくこと。

②　支援メニューの大まかな内容を把握しておくこと。

③　他の支援機関を紹介しても、その支援機関で満足できなかった場合は、継続した相

談ができることを伝えておくこと。

④　求職者に合った適切な支援機関が案内できない場合は、適切と思われる専門的相談

ができる者のリストアップもしておくこと。

⑤　初期相談対応者は、求職者にとって適切な取り組み策を選択し、具体的な取り組み

が始まるまでフォローアップするという気持ちで応対すること。

⑥　求職者に「何とかできる」という“安心”、「よし、やってみよう」という“意欲”

が芽生える支援を行うこと。

ｂ　自己診断シートとしての活用

ガイダンスシート（Ｂ）やガイダンスシート（Ｃ）は、窓口担当者が手元に置いて

使用することを想定したものであるが、図表５のＩＴ基礎能力の簡便なチェックシー
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トのように、求職者が納得して承諾すれば、それらのガイダンスシートを自己診断シ

ートとして活用しても効果的である。実際に活用した際の事例を図表７に示す。

ｃ　求職者主体の相談の雰囲気作り

窓口担当者が必ず心がけてもらいたいことは、窓口の担当者が主体となって一方的

な説明をするのではなく、求職者が主体となって話し出す雰囲気作りである。窓口担

当者が中心になって自らの持論を展開すると求職者の多くは、相談へのモチベーショ

ンが低下している。窓口担当者は自らの持論ではなく、様々な方の考え方や事例を提

供することに集中すべきである。様々な考え方や情報の中から求職者が選択できる環

境作りによって、求職者の考え方に合った生活スタイルや就業感に対する相談支援の

役割を果たすことができる。

ｄ　訓練システムづくり

訓練システムを考案する際に間違ってはならないことは、訓練の受講者を求職者の

タイプ（特性）別に区分して受講できる訓練システムを考案することは必ず避ける必

要がある。

訓練システムを考案する側は、共通した就職先という明確な目的を持って特性の異

なる人々との交流をしながら多様性に富んだ職業情報を交換しうる相互作用が期待で

きる環境を整え、訓練意欲及び就職意欲が醸成され、プラス志向の効果が生まれる訓

練システムを考案すべきである。職業訓練は、訓練コースの進め方や指導方法、指導

環境の整え方によっては、受講生の就職活動の質的向上を図る上でもっと広範な就職

促進効果が期待できると確信する。
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第７節　スキル別に受講できるシステムへの提言

（集合型訓練から個別型訓練へ）

７―１　はじめに

現在の離職者訓練の方法は教室内での集合型訓練だけである。しかしそこにいくつかの

問題点も発生している。より一層訓練の目的である早期就職させるために、問題点を解消

させることと集合型訓練とは違う訓練方法を提言する。

７―２　現状の訓練の問題点

それでは、現状の離職者訓練の問題点であるが、入校選考は行なっているが入校してく

る訓練生は、訓練目的や訓練意欲が希薄な者、入校前提の訓練スキルが劣る者など、同一

カリキュラムを遂行する集合型訓練を行った結果は、仕上り像にバラツキが出来てしまっ

ている（補習や補講で補ってはいるが、これは教程外）。

それらの問題点の中身は・・・

訓練目的や意欲が希薄な場合は、再就職を目指しているのか、単に知識・技術の習得を

目指しているのか、その目的が明確ではない者がいる（これは訓練修了時のアンケートに

より進路が定まっていない者がいること）。さらに、意欲については欠席、遅刻、早退す

る訓練生が多いことが上げられる。訓練スキルが劣る者は、コースの受講要件に満たない、

又はそれ以上のスキルを持った訓練生が入校してくるために、仕上り像が達成できない者

が発生し、就職レベルに満たない結果となっている。しかし、以上のような訓練生であっ

ても修了生となるのは、修了条件が出席率８０％以上だからである。前述の目的や意欲が

希薄でも修了証書は貰えるのである。

７―３　集合型教育の現状の問題点を解消するには

① 専門的訓練コースの入校の前提として「就労意欲啓発講習」の受講必須化。

（１ヶ月間程度のキャリアカウンセリング～ヒューマンスキル訓練が必要）

② 前職も含めた訓練生の経歴・情報の公開（就職支援のために）。

③ 入校試験の厳密化（入校レベルの判定のため）。

④ 面接試験の徹底化（入校レベルの判定のため）。

⑤ 訓練中の単元毎のテスト導入（途中での仕上りレベルの確認→修了要件の途中指導）。

⑥ 欠席、遅刻、早退、退校のペナルティ化（訓練費用の自己負担化）。

⑦ 委託訓練費用をコース毎とする。（訓練人数ではなく、コース毎）など

少なくとも、以上の条件が揃えば「集合型訓練」の仕上りは達成可能と考える。
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７―４　集合型訓練から個別型訓練へ

それではなぜ、「個別型訓練」なのか？

前述の「集合型訓練の現状の問題点を解消するには・・・」だけでは、解消できない課

題がある。それは、・・・・・

訓練生はあくまでも「求職者」であるという前提にたてば、現在の訓練時間の制約（平

日昼間）では「就職活動」ができない。つまり、訓練を受けながらでも就職活動ができる

ようにしたほうが、修了してから活動するよりも、より短期に就職率を上げられ、かつ期

間中の就職意欲の継続に繋がる。現在の訓練規定である訓練期間中の就職活動日の２日間

（半日づつ）では、活動に制限が生じている（対企業の都合は無視、ハローワークでの検

索に止まるケースが多い）さらに、ニートやフリーターなどの若年者においては、その生

活時間の概念がフレキシブルになっていることから、現在の平日昼間だけの訓練時間では

応募が難しいと考えられる。つまり、その時間にその場所へ行けなければ訓練は受けられ

ない現状の「集合型訓練」では、通学可能な時間と場所のコースしか訓練を受けることが

できない。その制約を解消するには、時間と場所の概念を越えることで、例えば休日や平

日夜間の時間帯を含めたコース設計が必要と考える。

それによって、生活基盤の弱いフリーターやニートなどの若年者は昼間にアルバイトを

しながら夜間＋休日の訓練を受ける。などより受講しやすい環境整備が必要と考える。

７－５　個別型訓練システム

前述のように、自己レベルにあった訓練や受講し易い環境・就職活動のし易い環境をつ

くることによって、早期に就業させるシステムとして提言するものである。

(１)ビデオ受講型訓練の導入

以下の訓練条件を設定し、訓練生個人の生活環境に合わせた始業時間とレベルと進捗

に合わせた選択制訓練科目を導入する。

(２)訓練条件

①訓練期間は３ヶ月（58日間）、総訓練時間３４８時間を受講すること。

②１日の訓練時間は６時限とし、朝9：00～夜21：00の間に受講すること。

③訓練科目は、自己レベルに合わせて選択するとともに、理解度により同一科目を繰

り返し受講できるものとする。但し、当該コースの修了要件（修了テスト）を満た

すことを前提とする。

④訓練機関は、常時講師を配置し助言や質問、選択科目や受講進捗のカウンセリング

（訓練生カルテ）を行なう。
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第８節　公共職業訓練システムへの提言

８－１　はじめに

訓練計画策定に当たっての公共職業訓練の在り方

公共職業訓練を希望する受講者の多くは、離職・転職希望者であり、緊急性と経済的支

援の側面が極めて高いものでる。しかし、税金（保険料等含む）を投入する以上はできる

だけ費用対効果の観点から効率的な運用が図られるよう常に検証がされるべきものである。

一方、私立専門学校など民間教育訓練機関では、学校経営の観点から、受講ニーズの高

いものに対し、受益者負担を原則とするコースの提供を行っている。社会ニーズに応えた

民間の取り組みから参考となるべき点も多いと思われる。今後の公共職業訓練コースの設

計に当たり、民間教育事業者の立場から以上の趣旨を踏まえて課題整理と提案を行う。

８－２　人材（求人）ニーズ・受講者ニーズに基づいた公共訓練のコース設計がなされて

いるか

提案　①　人材（求人）ニーズの把握

どのような職種に、どの程度のレベルの知識・技術を求められ､どれだけの

人材需要があるかを把握する必要ある。

②　受講者ニーズの把握

すでに実施されている機構および公共職業訓練機関、私立専門学校等民間教

育訓練機関における設置学科の現状について把握する必要がある。そのため

には、雇用・能力開発機構が「公」の役割としてどのようなコースに受講ニ

ーズがあるか調査し、社会需要にマッチした無駄のないコースの設計がなさ

れるべきである。

③　公共職業訓練、民間教育訓練機関との統合したデータベース化と活用

ベータベース化は受講予定者にとどまらず、講座運営者にとっても貴重な資

料となる。同時期に同地区でどのような教育・訓練が提供されているかを情

報化することは、機構に期待される大きな役割と思われる。

８－３　調整役・推進役の立場はどこが担うのか

「緊急雇用対策」「離転職者支援対策」「若年者支援対策」など総合対策に対する、

共通理解を深めることが重要である。

提案　①　教育機関・訓練施設間の定期的な連絡会

各機関の事業担当者の有機的な連絡組織が必要である。

②　雇用・能力開発機構の事業を充実させ、民間教育・公共職業訓練のコーディ

ネータとしての役割が期待されている。
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③　利用者に配慮した趣旨説明・コース説明の充実

④　総合的な広報啓発への取り組みが必要

８－４　受講希望者への対応

提案　①　受講希望者へのキャリアカウンセリングの徹底

どのような人材像に基づくコースなのか、事前にしかり理解させる必要があ

る。受講者とのミスマッチは時間的にも経費的にも大きな損失である。

②　受講希望者の入学審査の徹底

特に民間への委託に関しては訓練の効果を高めるためにも、受講者への一定

の入学審査権を与えることが必要である。

③　受講修了者への対応

教育機関として履修判定・修了判定・卒業判定に関して、厳格に行うことが

重要と思われる。

８－５　公共訓練の効率性の観点から、民間教育事業者への委託訓練について効果的にな

されているか

提案　①　民間教育訓練機関の特徴の活用

教育分野においては公共職業訓練科目とは違った特徴のコースも多彩にあ

る。民間教育機関活用に際しては、従来の公共職業訓練の枠にとらわれない、

民間教育訓練機関の個性を活用した事業運営がなされるべきである。

②　長期訓練コースの構築

離職転職者への効果的な支援の基本は、競争力のある職業スキルであり短期

訓練とは別に１年以上の長期コースが設置されるべきである。

③　民間教育訓練機関への効果的委託

民間教育訓練機関は受益者負担を原則し、経費面からも効率的な運営になら

ざるを得ない。民間委託に当たっては、厚生労働省の「市場化テスト」の推

移を見守りながらも、今後はヴァウチャーなどの多様な支援方法もあわせて

検討する必要がある。

８－６　公共職業訓練と専門学校教育の乗り入れ

提案　①　特に若年者の修了者（卒業生）に対して、その後の学校教育のアクセスを考

慮すると学校教育法に定める卒業資格が必要である。今後、公共職業訓練修

了者の専門学校２年制・４年制への編入学制度を導入することにより、専門

士、高度専門士の称号認定が可能になり、大学編入、大学院入学の可能性を

広がり、公共職業訓練を学校教育体系に組みいれることも可能である。



②　専門学校のカリキュラムと公共職業訓練のカリキュラムを併合することによ

りデュアル等の求人セット型が多様化し、需要も高まると思われる。

８－７　公共訓練の数値目標の検証

提案　①　産業別人材ニーズに対して、国全体としては計画人数が少ない。学校教育を

含めた教育・訓練ニーズからの数値目標を国として明確に設定することが必

要である

②　総合計画では第一段階として民間教育訓練機関も含めて、国民全体の必要性

が検討されるべきである。今後、サービスビジネス系、ＩＴコンテンツ系、

福祉系も含めてニーズの検証された後に、第二段階として公共職業訓練や民

間委託として選択がなされることが望ましい。
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